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東ア ン
’ “

ア社会政策の 比較方法論と課題
日中韓を中心 に

幽

　 福 祉 レジーム 論 の 全 盛 期 に登 場 した 東 ア ジ ア社 会 政 策研 究 で は そ の 初期 か ら 「比較」が 非常 に 強 く

意識 さ れ て い た。あ る 意味で は比 較の な か か ら東 ア ジ ア 社会政策論が登場 した と もい える 。 本稿 は，

こ の 比 較方法論 と い う視点か ら1990年代半 ば 以 降の 東 ア ジ ア 社会政策研究 の 系譜 を整 理 す る と と も に ，

発展段 階 の 違い か ら生 じ る 同時点比較の 限界 を克服す る た め の 1 つ の 試 み と して ，日中韓 の 医療保障

の 異時点比較を紹介す る 。

一
方，圧 縮的発展 に よる ギ ャ ッ プの 縮小 と少子高齢化の もとで ，同時点比

較の 有効 「生も高まりつ つ あ る こ と を述べ ，最後 に ケア
・

レ ジーム を事例 に新 しい 比 較研究の 方向性と

今後の 課題 を指摘す る 。

キー
ワ
ード　東 ア ジ ア 　 国際 比 較 　　医療保険 　　少子 化 　　ケ ァ ・レ ジーム

1　 は じめ に ．東ア ジ ア社会政策 と比較

　　分析

　東ア ジ ア が社会政策研究の メ イ ン
・

ア リ
ー

ナ に

登場 して か ら早 くも10年以上 時が経 っ た 。 その 間

に ，ア ジ ア通貨危機の 克服，少子高齢化の 顕在化，

リ
ーマ ン ・シ ョ ッ ク と中国の 経済大国化などを経

なが ら，東ア ジア の社会政策は他の どの 地域 よ り

もダ イナ ミ ッ クに変化して きた 。 社会政策分野 に

おけるキャ ッ チア ッ プの ス ピ ー ドは，「奇跡」 と

い われた経済成長に比べ て勝 っ て も劣 らない もの

であ っ た 。 先進国 との ギ ャ ッ プが急速に縮小 し比

較可能性が高 まるに ともな い ，社会科学の あらゆ

る分野 にお い て 東ア ジ ア の 本格的な登場が観察さ

れ る ように な っ た 。 内発的な視点か ら制度の 歴 史

を考察する
一国分析か ら 2 ヵ 国または多国横断的

な国際比較まで，こ の 間 の 東アジア社会政策研究

の 蓄積は刮目 に値す る。東ア ジ ア社会政策研究が
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問 い か ける問題 は多岐にわた るが ，本稿 は比 較 の

方法論 に着目し，こ の 20年弱の 研究の 進展 を整理

する とともに，今後の 可能性 と課題 を検討する 。

　比較福祉国家 レ ジー
ム 論 の 全盛時代に生 まれ て

きた東ア ジ ア社会政策研究は，登場早 々 か ら 「比

較」の 特微 を強 く帯び て い た 。 ある意味で は，比

較の なか か ら東ア ジ ァ 社会政策研究が生 まれた と

い っ て も過言で は ない
。 それは，第一

に，「東 ア

ジア社会政策」 （East　Asian　Social　Policy） と い

う研究テ
ー

マ が 当初 こ の 地域の外部 （主に ヨー
ロ

ッ パ ）か ら提起 されて きた こ と，第二 に，グ ロ ー

バ ル化 とい う時代背景 の もとで ，課題 の 発見，政

策の 選択 な どにお い て国際比 較や他 国 の 事例 が非

常に 強 く意識 され る ようにな っ た こ との 結果 と も

い える 。 い ずれに して も，国際比較の なか で東ア

ジ ア 地域ある い は特定の 国 ・社会の 社会政策の 特

徴が発見 され，今後の 進むべ き方向性が 議論 され

て い るの である。

　実験が で きな い 社会科学に お い て ，比較分析 は ，
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ある仮設を証明 した り新 しい 概念 を開発 ・提示 し

た りす る うえで 重要 な分析道具で ある ［Ragin，

1989］。また T 比較 を通 じて ある分析対象の 特徴

をよ り明確に認識で きる と い う意味で は，自分 の

姿を照 らす 「鏡」で もある 。 ど の ような鏡 を選択

する かによ っ て 映 し出され る 自己像が異 な る 可 能

性が あ り，複数の 「鏡 」を持 つ こ とはよ り完全な

自己認識の 形成に つ なが る の で あ る 。 例えば　日

本の 場合，欧米福祉 国家 との 比較か ら浮か び上が

っ て くるの は低位の社会支出や弱 い 労働運動，企

業福祉や家族福祉 へ の依存 とい っ た特徴で ある が ，

東 ア ジァ と の 比較か らは早 い 制度導入， （階層間

では な く）職種 間
・地域間 の 再 分配 と い っ た特徴

が見 られ る。 日本にお け る東ア ジ ア社会政 策研究

は，東ア ジ ア を単な る他者 として 捉 える 欧米 とは
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ［1）

また違 う重要 な意味を持 っ て い る とい える 。

　 1990年代半ば以降，東ア ジア諸国
・地域で社会

保障制度の 急速 な整備 な い し福祉 国家化が起 きた

時期は
， 世界史的に 見れ ば20世紀型福祉国家がす

で に 黄金期 と危機を経 て再編期 に突入 した時期で

あっ た 。 また ，フ ォ
ー

デ ィ ズ ム に基 づ い た 完全雇

用 ，「男性稼 ぎ主」型家族に代表され る近代家族，

そ して 国際経済金融 シ ス テ ム な ど，20世紀型福祉

国家 を支 え て い た諸前提が こ とご と くそ の 有効性

を失い つ つ ある時期で もあ っ た 。 そ の よ うな時期

に社会保障制度 を整備する，ひ い て は福祉国家を

目指す とは どうい うこ とで ，ど こ まで 可能 な の か 。

また，こ うした全 く新 しい 環境の もとで 形成 され

る社会保障制度や 福祉 国家は どの よ うな時代的特

徴 を持 つ のか 。 こ れ らの 問題は東アジア社会政策

研究 に与 えられた大 きな理論 的課題 で ある。

　以 上 の ような問題意識に 基づ き，本稿で は以下

の構成で 東アジ ア社会政策研究の 比較方法論 を検

討す る 。 まず第 2節で は，こ こ 20年間の 東ア ジ ァ

比較社会政策研 究の 流 れ を簡単に整理 したあ と，

こ れ らの研究 を通 じて 浮かび．Eが っ た比較研究の

方法論的課題 を明 らか にする。第 3節で は，東ア

ジア の 比較研究 に と っ て 最大の ネ ッ ク で ある発展

段階 の 違 い を乗 り越 える 1 つ の 試み と して ，日中

韓 3 ヵ 国の 医療保障の 異時点比較 を取 り上 げる 。

第 4節で は，東ア ジア にお ける新 しい 社会的リス

ク の 登場 と新たな比較の 可 能性を考察する 。 最後

に第 5 節で ，本稿 の論点をまとめ，今後の 研究課

題 を提示す る 。

2　 東 ア ジ ア社 会政 策研 究にお ける比較

　　方法論の 進化

（の 東 ア ジア社会政策研 究の黎明期 （1990年代

　　 半ばまで）

　東ア ジ ア の 社会政策が初めて社会科学の研究対

象にな っ た の は 1980年代半ば ご ろ で ある 。 当時は，

ア ジア NIEs （韓国，台湾，香港， シ ン ガ ポ ー

ル ）に 代表 され る 東ア ジア の経済奇跡が世界中 の

注 目を集め て い た時期で ，そ の メ カ ニ ズ ム を解 き

明か そ うと様 々 な角度か ら解釈が試み られた。そ

の た め，当初 は社会政 策研 究者 よ りは 開発経済学

や労働経済学の 研究者 の 方が ，（労働政策 との 関

連で ）福祉政策を論 じる こ とが多か っ た （例えば，

Deyo ［1992］〉。 な お，当時
一

世 を風靡 した儒教

主義論 の 影響 を受け，東 ア ジ ア に 見られ る 家族主

義や 反福祉主 義を 「儒教」 とい う文化歴 史的要素

か ら説 明 しよ う とす る 動 きも現 れ た ［Jones，
1993］。 こ の よ うな ア プロ

ー
チ に対 し，そ うした

文化的要素の 影響は 当然否定で きな い もの の ，儒

教 主 義解釈は文化決定論 に 陥 りや す く，東 ア ジ ァ

社会政策ない し社会政策一般の 理論的発展 につ な

が りに くい とい う批判が提起 され た 。

　一方，1990年代半ばには，韓国や台湾にお ける

医療保険の 全国民適用，公 的年金制度をめ ぐる議

論の 活発化な どを背景に，政策決定の プ ロ セ ス や

社会保障制度の 発展要因に 焦点 をおい た研究が
一

気に増えた 。 その 背後には，80年代半ば以降の 政

治的民 主化に ともな う政 策決定の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク

の 変化，お よび社会保障 をめ ぐるイ デ オ ロ ギーの

変化が あ っ た。海外の 研究者で は な く，国内の 最

新の 情報 を入手で きる東ア ジ ア 出身の 若手研究者

に よ っ て 行われた こ れ らの 研究は，政治学，行政

学，社会政策学などの既存の 分析枠組み に依拠 し

なが ら，それ ぞれ の デ ィ シ プ リ ン の なかで 東 アジ

ア の 経験 を説明 しようと した。

　こ の ような助 走段 階 にあ っ た東 ア ジ ア 社会政策

社会鱇 学会誌 r社会政 策』第 5巻第 2矧 ・5
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研 究に 本格的テ イ ク オ フ へ の きっ か けを与えた の

が，1997年に勃発 した ア ジ ア通貨危機で あっ た 。

こ の 危機は，  東ア ジ ア にお け る社会的セ ー
フ テ

ィ ネ ッ トとい う問題 を広 く国際的に認知させ た点，

  従来の 開発体制 （政治家
一
官僚

一
企 業家に よる

鉄の トラ イ ア ン グ ル）に深刻 な正統性危機が発生

したの を機に，福祉政策が 「超高速発展」 を遂げ

た点 に おい て ，東 ア ジ ア 社会政策 の ク リテ ィ カ

ル ・ポ イン トとな っ た 。 なか で も，通貨危機か ら

深刻な打撃を受けた韓国の 急速かつ 明示的な福祉

国家化 は，韓国国内外で 熱 い 論争を引 き起 こ した

だけで な く，日本をは じめ とす る福祉 国家 との比

較可能性 を著 しく増大 させ，東 ア ジ ア社会政策研

究 の 起爆剤 とな っ た 。

（2 ） 「東ア ジ ア福祉 モ デ ル 」 と 「第四 の レ ジー

　　 ム 」

　アジ ア通貨危機 を前後に，個別の 国や 制度を超

えて 東ア ジ ア社会政策を総体 と して ，また は
一

種

の福祉 モ デ ル として論 じる動 きが 出て きた 。 それ

に は い くつ か の 要因が 考え られ る が，上述 した制

度 自体 の 発展 に よる比 較可能性 の 増大，お よび

1990年代以降比較福祉 レ ジーム論の 興 隆 とい う 2

つ の 要因 が 特に 重要 で あ っ た 。 例 えば，東ア ジ ァ

比 較 社 会 政 策研 究 の 火付 け役 と もい え る R ．

Goodman と 工 Peng の 96年 の 論文は， まさに エ

ス ピ ン
ー

ア ン デ ル セ ン の 福祉 レ ジーム 論の 延長線

上で東ア ジァ を検討 したもので ある 。 こ の論文の

なか で 2人 は東ア ジ ア （こ こ で は 目本，韓国 ，台

湾）の 社会政策を特殊な文化的要因で説明する ア

プ ロ
ー

チ を退 き，それぞ れ の 政治，経済お よび社

会的構造の なかで総合的，歴 史的に捉えようとし

た。その 結果，国家福祉へ の ニ ーズを緩和 させ る

家族福祉 職域別 で残余的な社会保険中心の 制度

シス テ ム ，大企 業の 中核労働者を中心 とした企 業

福祉 とい う共通の 特徴 を抽出 し，それを 「日本に

視線 を向けた 東ア ジ ア社会福祉 モ デ ル 」 （Japan−

focused　East　Asian　Welfare　Model ） と称 した

［Goodman 　and 　Peng．1996］。

　こ の 後，1990年代末か ら2000年代半ば まで の 数

年間，社会政策 に お い て東ア ジ ア 特有の モ デ ル ，

36　　社会政策学会誌 『社会政策』第 5 巻第 2 号

す な わ ち 「東 ア ジ ア 福 祉 モ デ ル 」 （East　Asian

Welfare　Model ）が存在するか否か をめ ぐる議論

が活発に行 われた 。 例 えば，日本お よ び 韓国，台

湾，香港，シ ン ガポール の 5 つ の 杜会 を比較 した

Goodman　and 　White　and 　Kwon ［1998］ は，福

祉オ リ エ ン タ リ ズ ム の 危険性 に警鐘を鳴 らしなが

らも，社会政策 における権利性 の 欠如や社会保険

へ の 偏 り，福祉の 供給よ り規制の重視な ど一定の

共通性が存在す る と し，特に 日本，韓国 と台湾 の

あい だ に 共通性が顕著で ある と指摘 した 。

　また ，こ の テ
ーマ に真 っ 向か ら，最 も意欲的に

取 り組 んだ Wildingと Hollidayは，韓 国，台湾，

香港，シ ン ガポ
ー

ル を念頭 に，個 々 の 政策に違 い

は 存在する もの の ，こ れ らの 社会の 社会政策は 1

つ の キ
ー

ワ
ー

ドに よ っ て貫かれて お り，したが っ

て 1つ の モ デ ル が存在 する と主張 した 。 そ の キ
ー

ワ
ー

ドはす なわ ち 「生産主義」 （Productivism）

で ，経済政策 に対す る社会政策の 従属 を最た る特

徴 とする 。 彼 ら は、福祉 レ ジーム 論の なか に東ア

ジァ を正 し く位置づ けるため には，脱商品化や 階

層化の ほか に 「経済政策 と社会政策 の 関係」 と い

う指標 を取 り入れ る必要があ り，東ア ジ ア は 3 つ

の レ ジーム とは 別の 第四 の福祉 レ ジーム ー 「生

産主義福祉資本主義」　　 を構成す る と主張 した 。

た だ，東アジ ア の なか で も開発志向 の 強 い 日本，

韓国，台湾 と個別主義 ・支援主義的性格の 強 い シ

ン ガポール ・香港の あ い だ に政策面で は大 きな違

い が 存在 す る こ と も認 めた （Holiday［2000］；

Wilding［2000］；Holliday　and 　Wilding［2003］）。

そ の 後，東ア ジ ア社会政 策に関する総体的分析は，

1980〜90年代 に お い て 東ア ジ ア研究の キー概念で

あ っ た 「開発主 義」 を吸収 し 「開発主 義福祉 国

家」ある い は 「福祉開発主義1 と い う形に発展 し

た （鄭 ［2006］；Kwon ［2005］）。 開発主義 ア プ ロ

ー
チ は，経済成長へ の 従属 とい っ た イデ オ ロ ギ

ー

的側面だけで なく，工業化戦略 産業構造 ， 労働

市場お よ び政治構造 などか ら社会政策を解釈 しよ

うと したが丁具体的な実証分析 まで に は至 らなか

っ た 。
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表 1　 福祉国 家形成 に お け る 3 つ の 世界

欧州 E−type 日本 J−type 韓国 K −type

時 　期 1946〜 1973〜 1998〜

国内要因 経 済 成長 ・社 会 変動

国 際環 境 埋 め 込 まれ た 資本 主 義 福祉 国 家の 危機 グ ロ ーバ ル 資本 主義

イデ オ ロ ギ
ー

福祉国 家 日本 型福 祉 社 会 生 産 的福祉

特　徴 黄金 時代 にお け る福祉 国家形 成 福祉国家危機 と福祉国家形成の

同時 進 行

福祉 とワ
ー

クフ ェ ア の 同 時 出現

（出所） 武川 ［2005，298］。

（3） 「後発」・「動態」・「段階」

　社会政策や福祉 国家に関する多くの 理論は，福

祉国家体制が 資本主 義諸国で 確立 した後に発展 し

た もの で あ る 。 例 えば福祉 レ ジ ーム 論 の 場合，

「3 つ の 世界」が 当初比 較分析の 対象と した の は

1970年代末の 状 況で ある が ，こ の 時期は欧米で は

福祉国家が 戦後の 黄金期を経て 十分な発展 を遂げ

た後で ある 。

一方，日本を除 く東 ア ジ アで体系的

な社 会保障制度が整備 され 始め た の は よ うや く

1990年代以 降 で あ り，福 祉 国家 へ の 移行 （？）は

もっ と最近の こ とで ある。 したが っ て ，福祉国家

の 成熟期の 理論 を以 っ て まだ形成途中にある 東ア

ジ ア を分析する こ と，ひ い て は 3 つ の 成熟した レ

ジ
ー

ム の なか に 東ア ジ ア を当て はめ ようとする こ

とは，い ずれ も望 ましい 研究方法 とは い い がた い 。

言 い 換 え れ ば ，東ア ジ ア の社会政策を正 し く理解

するために は ，まずは福祉 レ ジーム論 を超克 しな

ければ な らな い の で ある 。

　実は 2000年代初め か ら比較研究に お ける発展段

階の 違い ，「時間軸」の 問題が徐 々 に 多 くの 研究

者に よ っ て 意識 され る よ うになっ た 。 例 えば
t 宮

本太郎 は時間軸の 視点か ら見れ ば日本は 「3 つ の

世界」 と東 ア ジ ア の あい だ に位 置す る と指摘 し

［宮本，2003］，埋橋孝文は 「家族 中心主義 ある

い は雇用に よる社会保障の 代替」 は アジア に特有

な も の で は な く，「後発福祉 国 家の ひ と つ の タイ

プ と して，ア ジ ア モ デ ル を考える こ とがで きる」

と提案 した ［大沢 ほか，2004］。 さら に ，武川正

吾は福祉国家形成時の 国際環境の 違 い に 着 目 し，

表 1の よ うな新 しい 「3 つ の 世界」 を提示 した 。

い わば福祉国家の 形成時期 による 「縦」の 類型化

図 1　 Goughに よ る福祉 レ ジーム の 分類

福祉

基準

（出所＞　Gough ［2004］に筆者加筆．

ル
・

ュ リテイ

　 　 　 　 　 f2）

の試み で ある 。 また，福祉 レ ジーム をグ ロ
ーバ ル

な文脈に 広げよ うと した Gough ら は，「福祉 国家

レ ジーム 」 の 他 に，福祉が 非公式的 な ル ー
トを通

じて 提供 され る 「イ ン フ ォ
ー

マ ル ・レ ジ
ー

ム 」

（informal　regime ），お よび基 本 的な安全 ・ニ
ー

ズ さえ保障 されて い ない 「イン セ キュ リテ ィ
・レ

ジ ーム 」 （insecurity　regime ）を付 け加 え，図 1

の よ うな三段 階図式 を提示 した 匚Gough，2004］。

こ の 図の なか で 近年の 東ア ジ ア を考えた場合，真

ん 中の イ ン フ ォ
ー

マ ル ・レ ジーム か ら福祉 国家 レ

ジーム へ の シ フ トと して 捉 える こ とが で きる 。 こ

れ は 社会政策や福祉 国家の 発展 を動態的に把握 し

よ うと した ア プ ロ
ー

チ と い える。

　2000年代半ば以 降は こ うした 「後発性」や 「動

態的発展」 を分析 の キ ーワー ドに 据え，グ ロ ーバ

ル化 と 「圧縮的」な近代化の もとで ，社会保障制

度 の 整備な い し福祉国家化 を行 っ た事例 を具体的
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表 2 　医療保険制度の 発展に お け る 日中韓の 「時差」

被 用者 保 険 の 導人 地 域保 険 の 導入 皆保険の 実現
皆保険 まで の

　所要期聞
皆保険の 「時差」

日　本

韓 　国

中　 国

1927年

1977年

1998年

1938年
1988年

2003 年

1961年
1989年
2010年

34年

22年

12年

｝臓 28年

｝韓 中 21年

（出所 ）　 筆者作 成、

に検証 した個別研究が現れて きた （金 ［2008］：

李 ［2011a］な ど）。 こ の ように 社会政 策にお け

る 東 ア ジ ア の 後発性が 浮 き彫 りに な る に つ れ，

（先発組の 遅 れ者で はな く）後発組の フ ロ ン トラ

ン ナ
ーとして の 日本の 特徴 も明らか になっ て きた

［金，2012］。と同時に，比較研究の条件が整備さ

れ る に つ れ，個 別 の テ
ー

マ か ら社会保障制度全

体 ・福祉 レ ジーム まで 様 々 な比 較研究が数多く行
　 　 　 　 　 　 　 　 c3）
われ る よ うに な っ た 。

3　 「異時点比較」　 日中韓の 医療保障を

　　事例 に

　発展段階の 違 い ，また は地域内の 「時差」が東

ア ジ ア の 基本的な特徴である とすれば t どの よ う

な社会政策の 比較が可 能だろ うか 。 こ の 難題 に対

し，武川 はか つ て 「発農段階 を コ ン トロ
ー

ル した

比較」 を提案 し，「発展段階の 異 な る 国同士 の 場

合は，同一時点で は な く，同一の 発展段階にお い

て比較すべ きだ」と提案 した こ とが あ る ［武川 ，

2007，150］。異な る発展段 階で は社会問題の あ り

方や選択可能な政策はおの ず と異なる 。 したが っ

て ，同 じ よ うな発展段階で どの よ うな対策が採 ら

れ ，どの ような制度が 成立 したか を比較する こ と

は， 1 つ の 有効な ア プ ロ
ー

チ とい える。こ こで は

筆者が行 っ た 日中韓の 医療保障比較 を例 に ，こ う

した異時点比 較の ロ∫能性お よ びその発見を紹介す
（4）

る 。

（1） 日中韓の 皆保険政策 ： そ の 背景 と方法

　世界各国の 医療保障制度は大き く，社会保険方

式，税方式お よび民 間医療保険方式に分ける こ と

が で きる 。 そ の なか で ，日本，韓国，台湾，中国

38　　社会政 策学会誌 『社 会政 策』第 5巻 第 2号

など東ア ジ ア の 主 な国 ・地域 は医療費の 保障 に関

して社会保険方式を主 たる制度 と して採用 した 。

一
般的に ある社会に住んで い るすべ て の 住民 を対

象とする税方式 と違 っ て ，保険料 を納め な い と医

療保障を受けられない 社会保険方式で は制度の 適

用範囲 の 拡大が重大 な政策課題 となる 。 したが っ

て，すべ て の 人 々 が公的 医療保険に加入 で きる，

すなわ ち皆保険 の 達成 は医療 保 障政 策の 1つ の メ

ル クマ
ール で ある 。 周知の ように，日本で は 1961

年に 「国民皆保険 ・皆年金体制」が確 立 し，半世

紀以上が経 っ た現在で もそ の 枠組みが維持 され て

い る 。 日本と非常に似 た医療保 険制度 を導入 した

韓国が 皆保険を達成 した の は ソ ウ ル 五 輪の 翌 年，

89年の こ とで ある 。
つ まり，皆保険に おい て 日韓

両 国 の あい だには 28年の 時差が あ っ た 。

一方，中

国 で 皆保 険 ≡ 「全民 医保」が社会政策上 の 最優 先

課題 とな っ た の は胡錦濤政権期 （2003〜2012年）

で あ っ た 。 98年 に導入 さ れ た 「都市労働者基 本医

療保険」 に加えて，2003年 に 「新 型農村合作 医

療」制 度，2007年には 「都市住民基本医療保険」

が新設 され，少 な くと も制度上 はすべ て の 住民を

カ バ ーで きる ようにな っ た 。 実際，政府の 強力な

支援 の もと，2010年に は加入 率が 95％ を超え，適

用対象の 普遍化とい う目標は ほぼ達成 され た ［王 ，

2011；李，2013］。韓 国に比 べ る と21年の 時差 で

ある （表 2 ）。

　 こ こ で 重要なの は皆保険化 とい う結果で は な く，

それ をもた ら した政治経済社会的状況で ある 。 な

ぜ こ れ らの 時期に医療保障にお い て画期的な政策

が採 られた の か 。 そ こ で は何が問題視 され，ど の

よ うな対策が講 じられた の か 。 1950年代後半の 日

本，80年代後半の 韓国T そ して 2000年代の 中国 と

い えば ，急速な経済成長に と もにそ れぞれ前工 業
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表 3　 地域医療保険の 財政に 占め る政府補助の 割合

国 年 制度名 割合 （％）

H　 本

韓　国

中　 国

1961199020062007国民 健康 保 険

地 域 医療 保 険

新 型 農村 合 作 医療 制 度

都 市 部住 民 基本 医療保 険

　 　 44、66
　 　 37．67

　 　 61．41

成 人36，こ ど も56

〔注）　 1 ：政府補助の 割合＝政府補助 （；il央政府 ＋ 地方政府）／財源総額 × 100％。
　 　 2 ： 中 国の 統計 は政 府の 公 式統 計で は な く，研究 者 に よる 試算で ある。
〔出 所） 李 ［2011b］。

社会か ら工業社会へ と大きく様変わ りする時代で

あ っ た。例 えば，都市化率が 50％ を超えた の は，

日本が 50年前後，韓 国が 70年代後半，そ して 中国
　 　 　 　 　 　 簡

が2011年で ある 。 工 業化，都市化に と もない ，多

くの 人 々が従来の 共同体 を離れ，都市で被用者 と

して働 くよ うになる 。 人口構成が若 くT 失業率も

高くな い 時期 に は病気 とそれ に よ る医療費負担は

生 活の 最大の リス ク で ある 。 こ う した誰で も直面

しうる リ ス クに対 し，公 務員や大企 業の被用者 な

ど恵 まれ た人 々 に は 医療保険制度が 存在す る の に

対 し，中小企業，自営業，農民な どの 経済的弱者

は ほ とん ど何の 保障 もなか っ た。工 業化初 期 に お

ける所得格差の 拡大に こ うした社会保障格差が加

わ り，経済成長の 恵み を十分に享受で きな い 階層

の 相対的剥奪感や 不満が さ ら に 鬱積する 。「二 重

経済の 解消」 （日本），「経済 と社会の 均衡的発展」

（韓国），「調利 の と れ た社会の 構築」（中国〉な ど

の ス ロ
ー

ガ ン が 問題視 して い るの は まさに こ の よ

うな問題で ある 。 そこ で 「医療保障の 均霑化」が

社会政策の ト ッ プ イ シ ュ
ー

とな り，医療保険未加

入者に対する制度拡大が急 ピッ チ に進め られる よ

うにな っ た の で ある 。

　具体的には，それ以前か ら存在す る被用者保険

とは別 に，そ こに入 れな い 中小零細 企業労働者や

自営業者，農民などを対象に 地域単位の住民保険

を創設 し，「そ の 他」住民 をすべ て 住民保険に加

入 させ る。日本は，1938年に導入 され たが戦 後瀕

死状態 に陥 っ て い た 国民 健康保険 を公営化 した う

えで ，すべ て の 自治体に 強制的に設立 させ ，被用

者保険 に 加 入 し て い な い 人 々 の 受 け皿 と した

（1958年）。 韓 国は88年に農漁村地域医療保険，89

年に都市地域医療保険を導入 し，それ ぞれ農村 と

都市の 未加入者に対応 した 。 中国は，上 述の よ う

に 2003年に 農村，2007年に 都市の 地域保険をそ れ

ぞれ新設 した 。 と こ ろが，地域保険が対象 とする

の は相対的に所得が低 くか つ 不安定な階層 で，す

べ て の 保険料 を自ら負担す る こ とは困難で あ っ た。

そ こで ，各国政府はやむ を えず地 域保険に多額の

財政補助を投入する こ とで よ うや く地域保険の 正

常な運営を保証 する こ とが で きた。表 3 を見る と，

皆保険当時の 日本 と韓国の 地域保険の 国庫負担 ・

補助割合は ，そ れ ぞ れ 44．66％ と37．67％ とな っ て

い る 。 中国の 新型農村合作医療の 場合，近年の 制

度の 充実化 と財政支援の 強化に と もな い ，多くの

地域で 財政補助の 割合が 8 割を超 えて い る 。

（2 ）社会政策に お け る 「東ア ジ ア 的 な道」

　 日本，韓国，中国の 医療保障政策に関する異時

点比 較か らは大 きく 3 つ の 共通点を発見する こ と

が で きる。

　  　これ ら 3 ヵ 国は職域 保険 と地域保険の 2 つ

の タ イプ を混合 する こ と に よ っ て ，医療保険の 普

遍的適用 を実現 した 。 日本で は 1961年体制に よ っ

て 「職域保険 と地域保険の 『棲分 け』が確定」 し

たの であ るが 匚玉井，2012，45］，同 じこ とは韓

国 と中 国に つ い て も当て は まる 。

　  3 ヵ 国の 医療保障 を特徴づ ける の は （職域

保険で はな く） 日本の 国民健康保険に代表 され る

地域 保険であ る 。 社会政策が経済変化に比 べ 事後

的 に発達 した欧米諸国 に比 べ ，「後発」 の 優位 を

持つ 東ア ジ ア で は イ ン フ ォ
ー

マ ル ・セ クタ
ー

が ま

だ非常に大 きい 時期 に皆保険が 目指され た。そ の

結果，地域保険は 人凵 の 大半を抱 える最大の 制度

とな りt そ の あ り方が社会保険全体の あ り方を大
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きく影響する 。 皆保険時の 人口比率で み る と，日

本の 国保が51．50％，韓国 の 地域保険が 42．88％，

中国の 新農合 と都市住民保険 を合わせ る と81．25

％ も占め る 。

　  巨大な地域保険を支えた の は国庫負担 また

は財政補助 とい う形 で 投入 され た税で あ り、東ア

ジ ア の 医療保険制度 は 「保険 と税が渾然
一

体」を

特徴 とする ［広井 tl999 ，47］。 社会保険方式 を

採用 しなが ら もその 内実は加入者間の リ ス ク ・シ

ェ ア リ ン グ とい うよ りは，税 を通 じた所得再分配

で あ っ た 。 そ の 所得再分配の 性格 も，西欧福祉 国

家 は 「階級間 ・階層問の格差是正」に重点が お か

れて い た の に対 し，東アジ アで は 「職種 間 ・地域

間 の 格差是正」の色彩が 強い ［金子，1997，151−

152］。

　以上 の よ うな特徴は， こ れ らの 国が 工 業化 な い

し近代化 を後発 的，キ ャ ッ チ ア ッ プ的 に 進 め る過

程で 発生 した具体 的な社会問題に 対処する ため に

形成 され た もの で ある 。 こ れ は特定の イデ オ ロ ギ

ー
か ら決定論的に導入 された の で はな くt 現 実と

の 葛藤の なか で 試行錯誤 を経て 辿 りつ い た対策で

ある 。 工 業化初期 における ，農民や非被用者 に重

点 をお い た社 会政 策 を筆者 は社会 政策 にお け る

「東 ア ジ ア 的な道」 （East　Asian　Path） と称 した

［李，2011b］）Q

4　 新 しい 社会的 リス ク と同時点比較の

　　可能性

　とこ ろで，「後発」と並 んで東 ア ジ ア の 社会変

化 を端的 に表す もう 1 つ の キーワー ドがある。す

なわ ち，「圧縮」で ある 。 後発国は，先発国が数

十年，数百年をか けて辿 っ て きた道を短時間に駆

け足で辿 りなが ら，同時に最新 の 生産様式，思 想，

行動，政 策をも吸収す る。そ の 結果，後発国にお

ける社会変化は先発諸国に比べ 何倍 に も圧縮 され

た形で 進行 し，古 い 問題 と新 しい 問題が ほ と ん ど

時間的 間隔 をおかずほぼ 同時に噴出 して くる 。 社

会保障制度の 発展 や 福祉 国家化 も比較 的短期 間に
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  

行われ，あ っ とい うまに先発国に 追い つ い て くる 。

第 3節で は，公 的医療保障制度 の 全民適用 とい う

4・　1社会疎 学会誌 r社会藤 』第 5巻第2 号

イ シ ュ
ー

に お い て ，目本 と韓国，中 国 の あい だに

それぞれおよそ20〜30年の 時間差が ある こ とを確

認 した 。 雇用構造の 変化や都市化な どの 面に お い

て も同 じような タイ ム ・
ラグが観察 され る 。 他方

で ，「新 しい 社会的 リス ク」 と い われ て い る雇用

の 柔軟化や人口 の 少子高齢化 に ともな う諸問題に

関して は時間差が非常に短 く，同時点比較の 有効

性 も高ま っ て い る 。
こ こ で は現在東ア ジ ア共通 の

社会問題 とな っ て い る少子化 ・子 ど もの ケ ア を事

例に，新た な比較研究の 可能性 と課題 を試論的に

論 じて みた い 。

（の 東ア ジア にお け る少子化 と再生産問題

　 20世紀後半の 「圧縮的な経済成長」 の 後に東ア

ジ ア は現在，「圧 縮 的 な少 子 高齢化」 を経験 して

い る 。と りわ け少子化 に お い て は，東欧 や 南 欧 と

並 ん で 世界で 最 も出生 率の 低 い 地域 の 1 つ とな っ

て お り，それが 高齢化 を
一

層加速 させ て い る 。 合

計特殊出生 率 に 関 して は，先進国 の 場合，（1950

年代に急激に低下 を見せ た 日本を除 き）ほ とん ど

の 国で は戦後資本主義の 黄金期で あ る 1950〜60年

代 に大 き く上昇 し，人口置換水準 を上 回る2．0〜

3．0で 推移 して い た （ア メ リカは3．5以 上 ）。 「第二

の 人 口 転転換」 とい われ る 出生 率の 再 低 下が始 ま

っ た の は70年代半ば以 降で ある 。 言 い 換 えれ ば，

（ア メ リ カ 以外の ）欧米諸 国で は 「豊 か な社会」

の 実現 の結果 として 少子化が発生 した の で ある 。

日本で も，1950年代か ら70年代半ば までに は出生

率が 2．0前後で安定 し，「サ ラ リ
ー

マ ン の 夫 ＋ 専業

主婦 ＋ 2 人の 子 ども」からなる戦後の 近代家族が

ほ ぼ完全 な形を遂げる こ とが で きた 。

一方，図 2

が示すように，韓国 と中国は50年代半ばか ら60年

代後まで非常 に高 い 出生率を記 録 した後，70年代

半ばか ら ドラ ス テ ィ ッ ク な低下 を見せ て い る。21

世紀に 入る と韓国の 出生 率は 日本を も下回る よう

にな り，医療，年金な ど従来 の 社会的 リス クに対

す る社会保障制度が 十分 に展開する前に，「低 出

産」 とい う新 しい 問題へ の 対応 を迫 られて い る 。

中国 の 出生率 の 低下 は 国家に よ る 強制 の 側 面が あ

るの で直接の 比 較はで きな い が ，近年の 出産構造

は急速 に東ア ジ ア パ ターン に近づ い て い る 。 2010
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図 2　 日中韓の 合計特殊出生率の 推移
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（出所）　UN ，　PVorld　Population　Prospects．　 the　20J2 　Revision．（http：〃 esa ．un 　org 〆wpp 　2013年 6 月 10ロ

　 　 アク セス ）

年 の 国勢調査に よ る と，全国の 合計特殊 出生 率は

1．18，北京や上海 などは 0．7台 と い う低水準で あ
｛7 ｝

る。

　こ の よ うに ，1司じ少子化 とい っ て もそ の ス ピー

ドや政策的背景 はそれぞれ異なる 。 しか し，ポ ス

ト工業化やサ
ービ ス 化，そ して高等教育の 普及 な

どに よ る女性の 労働力率の 上昇，教育 の 競争激化

生産領域 と再生 産領域 の 矛盾 ・葛藤の 増幅 な どの

点に お い て t 日本，中 国，韓国 の あ い だ に は，特

に都市部 に関 して は 共通点 も多 い 。 したが っ て ，

これ らの社会にお い て 出産 ・育児などの再生産が

如何に行 われ て い る の か，人 々 が与えられ た条件

の もとで どの ような選択 を行 っ て い る の か，再生

産 を と りま く社 会的構造 は如何 に形成 され た の か

な どを比 較分析する こ とは d ケ ア の 問題が ますま

す重要性 を増す21世紀にお い て 重要 な研 究テ
ー

マ

の 1 つ で ある 。 実際，東 ア ジ ア の 少子化や ケ ア を

題材 と した国際比較研究が 2000年以降数多く行わ

れ （落合 ・山根 ・宮坂 ［2007］；落合 ［2013］；

Soma　 et　al ［2011］ な ど），再生産領域 に おける

各国 ・地域の 実態が少 しずつ 明 らか にな っ て きた 。

　表 4は ベ ネ ッ セ 次世代育成研究所が 行 っ た，日

中韓の 就学前の 子 どもを持 つ 大都市母親の 就業状

況に関する 調査結果で ある 。 こ の 表か ら は 小 さな

子 ど もを持つ 女性の 働 き方が ，日韓 と中国の あい

だ で 著 しく異 なる こ とが分か る 。 東京 と ソ ウ ル で

は半分 以上 の 女性が専業主婦 と して 育児 を担 っ て

い る の に対 し，中国 で は 7〜 8割 の 育児期 の 女性

が フ ル タイ ム 労働者 と して 働 い て い る。また，働

い て い る女性 の 中身を見る と，ソ ウ ル の 方が常勤

者 の 割合が 東京 よ り 2 倍ほ ど多 く， H本は パ ー ト

タイ ム が フ ル タイ ム よ り多い 。 他に，中国 で は 産

休 ・育休中 の 人 の 割合が 日韓 に比べ 非常に 少ない

こ とも観察で きる。

　 中国女性の 高 い 労働力率は社会主義時代 の 男女

平等政策に よる影響 も大 きい が，それがすべ て で

はない 。 台湾，香港，シ ン ガポ
ー

ル な ど社会主義

を経験 しなか っ た 国 ・地域 で も育児期の 女性の 労

働力率は概 して 高 くt 祖父 母や 家事労働者な ど母

親以外 の ア ク タ
ー

が育児を担 っ て い る こ とが多い
。

子 どもや高齢者 の ケ ア に関 して ，東ア ジ ア の 内部

には 日韓 vs ，中華圏 とい う 2 つ のサ ブグ ル ープが

存在する とい うこ とは，近年 の 比較研究の 重要な

発見の 1 つ で ある 。 落合恵美子 らの 研究に よれ ば，

日本と韓国で はケ ア の 負担が母親に集中 して い る

の に 対 し，中華圏で は父親，祖 父母 ，家政婦，保

育所 など複数の ケア ラ ーが存在 し，母親たち は こ

れ ら の ネ ッ ト ワ
ーク の な か で 資源を調達 し なが ら，

社会蕨 学錨 r社会蕨 』第 5 飜 2号 14・
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表 4　 日中韓の 大都市母親の 就業状況 （就学前の 子どもの い る場合）

　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　　 　 （単位 ： ％）

東 　京 ソ ウル 北 　京 上 　海
一

常 勤 者 （フ ル タ イ ム ） 14、7 26．1 72．9 79，9
パ ー

トタ イ ム 18．7 5．3 1．7 0，9

フ リー （在 宅 ワ ーク含 む ） 4．5 8．2 10．3 5．7

専業主婦 58．0 54．1 10．0 9．9
産休 ・育休や休養中 2．9 2．5 0．1 0．3
その 他 1．3 3，8 5．0 3．3

（出所〉 ベ ネ ッ 七次世代肯成研究所 「幼児の 生 活
・
東ア ジ ア 5都市ア ン ケ

ー
ト調査 （201 ）12010年。

表 5　 子 ど もの ケ ア をめ ぐる 社会的ネッ トワ
ーク

母 　親 父 　 親 親 　 戚 コ ミ ュ ニ テ ィ 家事 労働 者
施設 〔3歳未満

　 児対 象）

日　 本 A ＋ C （共 働 き ：B） C （共働 き ：B ） B D C （共働 き ：B ）

韓　国 A ＋ C B B C C

中　 国 A 一 A A B C （大都 市 ：B） A

シ ン ガ ポー
ル A 一 B A C A A

台　湾 A B A   B C

（注） A ．非常に 効果的．B ：ある程度効果 的，　 C ：存在するが あまり効呆的で ない ，　 D ： ほ とん ど効果的で な い c

〔出所） 落合 ［2013bln

自分 は収入稼得者お よび教育マ ネジ ャ
ー

の 役割を

果たすこ とが 多 い （表 5 ）。

（2 ）ケ ア ・レ ジ
ーム の比較方法

　 で は，こ の よ うな違 い は ど こか ら生 じたの か 。

　福祉政策 の なか で も，子 どもや高齢者の ケ ア に

関 する分野 にお い て ，東 ア ジ ア は特 に 「家族主

義」が 強 い と言われ て きた 。 社会政策全体の 特徴

を現す用語 と して 2000年前後に は生 産主義や開発

主義な ど新 しい タ ーム に優位を譲 っ て い た が，新

川 ［2009］や 辻 匚2012］の よ うに，近年の 動向を

分析す る際に改めて 「家族主義」をキ
ー

ワ
ー

ドに

採用す る研究 も少な くない
。

一
方で ，近年の 比較

研究が 明らか に した よ うに，東ア ジ ア各国 ・地域

にお ける 「家族主義」お よび 「家族」の 実態は社

会 に よっ て か な り異 なる。シ ン ガポ ール で は家族

主義が 堅持 され る
一

方で t 外 国人家事労働者 とい

う市場セ ク ターを通 じた 「親孝行の ア ウ トソ
ーシ

ン グ／下請け」 「ケア の 家庭内外部化」が進 ん で

お り，「自由主義的な家族主義」 とも言 える ［安

里，2013］。 最 も似 て い る とい われ る 日本 と韓国

4・ 1社 会 政 策学会誌 r社会嘛 』第 5 巻第 2 号

の あ い だで も，詳細 に分析する と大 きな質的違 い

が発見 され る、

　 こ うした違 い に対する 1 つ の解釈は人 口転換 に

おける 時間差か らで ある 。 例えば 落合 らは第 1

次人 口転換 と第 2次人口転換の あい だ の 期間の 長

さに お ける 欧米，日本お よ び他の 東ア ジ ア社会の

違 い に注 目し，そ の 期間が ほ とん ど存在 しな い 完

全 に 「圧縮 的 な」東 ア ジ ア と，「反 圧縮 的な」 日

本 の 違 い を見い だす ［落合，2013a］。その結果，

日本以外の 東ア ジ ア社会で は近代家族が完全 に成

立する （すなわ ち女性の 主 婦化）前 に グ ロ ーバ ル

化 と少子化 に遭遇 し，女性は引 き続 き外で 働 きな

が ら，外部か らケ ア提供者を調達する ようにな っ

た。

　しか し，時間差だ けで は 同 じ後発組 の なか （例

えば韓 国と中華圏） の 違 い を説明す る こ とが で き

ない 。また，同 じ儒教圏 とい う文化的 な要 因だ け

で も説明が 困難である。一
国の ケ ア ・レ ジーム の

あ り方はそ の 社会に お ける 家族構造や家族 規範だ

けで な く，産業政策と労働市場 （とりわ け女性の

労働市場）の あ り方，国家の家族政策の 指向性な
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どの 影響 を受 けながら，政治 ・経済 ・社会 （こ こ

では家族）とい うシス テ ム 問の 総合 的 な関係の な

か で 形作られ る。福祉 レ ジ
ー

ム 論の 方法論的貢献

の 1つ は，福祉 国家や福祉 レジーム を国家 によ る

排他 的領域 と見な さず，国家，市場お よび家族の

有機 的な関係の なか に位置づ け，そ の 組み合わせ

が個 々 の 社会 に お い て異なる こ とを明示的に示 し

た こ とで ある 。 ケ ア に 関 し て も，社会政策学界 に

は政府の 政策 だけで なく労働市場にお ける ジ ェ ン

ダ
ー

構造，家族の 変容な ど 多様 な ア プ ロ
ー

チ に よ

る研究蓄積が 多数存在する 。 こ れ らの 既存研究の

成果 と方法論 を踏 まえなが ら，東ア ジア の ケア
・

レ ジーム に対 し国家 市場，家族 とい うビ ッ グ ・

トライ ア ン グ ル の なか で 各国の 特徴 とその 形成過

程，今後の 行方を捉 える必要がある 。

5　 お わ りに　比較の た め の 比較を超 え

　　 て

　本稿で は，比較分析 とい う視点か ら1990年代以

降の 東ア ジ ア社会政策研究 の 主な論点 と研究方法

を振 り返 り，発展段 階 の 違 い に よる共 時的比較の

困難 を克服するた め の 試み ，お よび 21世紀に お け

る新 しい 比較研究 の 可能性や課題 を検討 した 。 東

ア ジ ア社会政策研究はわずか十数年の歴 史しか な

い 新 し い 分野で ，取 り組 まな ければな らな い 課題

乗 り越えなければ ならない 困難が まだ数多 く残 さ

れ て い る 。 こ こ で検証 した比較の 方法論 も他の 分

野 の 研究 蓄積に 比 べ れ ば きわ め て 初歩的で 未熟な

もの な の か もしれ な い 。 しか し，い ままで 欧米諸

国に ほ ぼ独 占され て い た社会政策研究に東ア ジ ア

が群像 と して登場 した意味 は大 きく，その経験 を

正 し く理解
・解釈するため には，既存の理論 ・研

究方法の 東ア ジ ア へ の 応用 と同時に，方法論的革

新 も必要不可欠で ある 。

　と こ ろ で ，比較研究に お い て 注 意 しなけれ ばな

らない の は ，比較はあ くまで も研究の ツ
ー

ル で あ

っ て 目的で はな い とい うこ とで ある 。 社会科学に

お ける比較分析の 目的はおお むね 2 つ に まとめ る

こ とがで きよう。 1 つ は冒頭で 述 べ た 「鏡」とし

て の 機能で あ り，他者と の 比較を通 じて それぞ れ

の個別事例 をよ り客観的に理解する こ とである。

政策提案 を目的 とする場合は，他国の 経験 ・教訓

か ら必要な部分を吸収 ・移植する こ と も可能で あ

ろ う。

一
方，研究

・
分析の 方に重点をお い た場合

は単な る 比 較を超 え て い く必 要が ある 。 比較 を通

じた共通性 と相違 性の確認，ある い は研究対象の

カ テ ゴ ラ イ ズは比較研究の 第
一

段階にす ぎな い
。

第二 段階は 現象次元 の異 同 に対 し，説明変数 を立

て ，現象問 の 因果関係 を論理的に説明す る こ とで

ある 。 定量 分析 の 場合 も同じで ある 。 そ して最後

（また は最高）の 段階 は，これ ら の現象や 因果関

係か ら新 しい 核心概念　　コ ン セ プ ト　　を抽 出

ある い は発明す る こ と で ある 。 そ の よ うな核心 概

念は，個 々 の 事例 を超 え て
・一

定の 普遍性 を持 つ も

の で なけれ ばな らな い し，その ため に はある程度

抽象化 され た概念 で なければ ならない
。 福祉 レ ジ

ーム 論が比較福祉 国家研究の パ ラダイム と して の

地 位を獲 得で きた の は，「3 つ の 世 界」を発見 し

たか らで はな く，「脱商品化」と い う抽象度の 高

い 概念を分析の 中軸に 据えた うえ で ，それを操作

可能なもの に したか らで ある 。 東ア ジ ア 比較社会

政 策研究か らもそ の よ うな新 しい 概念が 出現 した

時，こ の研究分野は本当に成熟 した とい える だろ

う。 しか し，その ため に は まずそ れぞれ の 国
・
地

域 そ れぞれの テ
ーマ に関す る地道か つ 詳細 な実

証 分析が必要 で ある 。

注

（1） 玉 井 金 五 は 1990年代初頭 とい う早 い 時期 に，東 ア

　ジ ア との 比 較 の 重要性を次の ように 指摘 し た。 「社

　会政策の 真の 国際比較は，わ が 国 に 限 っ て い えば よ

　 うや くその 出発点 に 立 つ こ とが で きる よ うに な っ た

　とい える だ ろ う。 つ まり，欧米の み な らず ア ジ ア 等

　 も比較研究の 対象 に入 れる こ とが現在最 も強 い ニ
ー

　ズ と な っ て お り，そ の こ と自体が 新 しい 形の
“
国 際

　 比 較
”

の 時 代 の 到 来を告げて い る よ うに 思 われ て な

　ら な い 」［玉 井，1993］。

（2＞ H 本 と韓国 の 福祉 国家化 の 時期をめぐる武川
一

田

　多論 争 に つ い て は、金 ［2010］ が 詳 しい 。そ の な か

　で ，筆者 は 目本 の 福 祉 国家 化 を1961年 とす る 田多説

　 を支持 した うえで ，「3 つ の 世界」 で は なく 「2 つ

　 の 世界」 で は ない か と 武川説 に疑問を呈 した 。

〔3｝ 例えば，日本語 に よ る研究成果だけで も武 川 ・イ
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特集睡東 ア ジア 社会 政策研 究が 問 い か け る もの 　　理 論的枠組 み と実証分析

　匚2006］，野 口 匚2006］，広井
・沈 ［2007］，後藤 ・小

　松 ・野 口 ［2011］ な ど多数 あ る。

〔4） こ の 部分は李 ［2011b］の 内容を要約 した もの で

　 あ る。

〔5）　United　 Nations，　 Wortd　 Urbanization　 Prospects，

　（http：〃 esa．　un ．org ／unpd ／wup 　 2013年 6 月 7 日ア

　クセ ス ）

（6｝ それを端的 に示 したの が韓国の 金大中政権が提起

　 した 「生産的福祉」 の 概念で あ ろ う。つ まり，当時

　（ア ジ ア 通貨危機直後）の 韓国 は，現代的 な公 的扶

　 助 制 度 の 確 立 や 社 会 保 険 の 拡 大 とい っ た20世 紀前半

　 型 課題 の 解 決 が 喫緊で あ っ た が ，そ れ だ けで は 時代

　遅れ の 感が 強い の で ，「福祉」 の 前 に 「生産的」 と

　 い う修飾語 を付け加え，福祉の 効率性 に も配慮 して

　 い る こ と を ア ピー
ル した （中身は 20世紀型福祉国家

　へ の キャ ッ チ ア ッ プが中心で あっ た が）。

〔7） 国務院人冂 普査 弁公室，2012，「中 国 2010年人 口

　普査資 料 』 よ り。規定外 の 出 産 の た め に 戸籍 に 乗せ

　 て い な い ，また は海 外 出 産 な ど調査 漏 れ も相当あ る

　 とい わ れ て い る が，仮 に それ らを考慮 して も低水準

　 で あ る こ とは 変わ らない だ ろ う。
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